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１．はじめに

　中央教育審議会初等中等教育分科会では、令和

２年10月に「『令和の日本型学校教育』の構築を

目指して～すべての子供たちの可能性を引き出

す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（中

間まとめ）」を公表した（文部科学省、2020）。そ

こには、2020年代を通じて実現すべき「令和の日

本型学校教育」の姿が示されており、「全ての子

供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、

協働的な学び」を実現するための様々な方策が述

べられている。第Ⅱ部・６章「遠隔・オンライン

教育を含む ICT を活用した学びの在り方につい

て」には、その具体的な対応の一つとして、「学

校で学びたくても学べない児童生徒」や「個々の

才能を存分に伸ばせる高度な学びの機会など新た

な学びへの対応」のために、「対面指導と遠隔教

育とを最適に組み合わせた指導方法の研究開発に

向けた実証研究を実施するべきである」と述べら

れている（文部科学省、2020）。また、GIGAスクー

ル構想によるICT教育環境の整備が学校で進んで

いることや、新型コロナウイルス感染症対策のた

めの臨時休業等に伴って遠隔・オンライン教育が

実施されたこともあり、遠隔・オンライン教育に

対する興味関心はかなり高まっている。そのため、

今後、 LMS（Learning Management System）の

活用など、eラーニングシステムが学校教育の一

部として取り込まれていくことが予想される。ゆ

えに、そこでの効果的な学習方法や望ましい学習

環境の検討をしていくためには、まずeラーニン

グシステムにおける学習の実態を把握することが

必要となる。たとえば、eラーニング上の学習ロ
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要　約

　大学が児童生徒を対象にした高度な学びの機会を提供する際に、eラーニングシステムを活用すれば、大

学からの地理的距離に関係なく等しい教育プログラムを提供でき、受講者の地理的な格差を減ずる効果が期

待できる。ただし、このような是正効果は、学習者の学習行動に、地域間差がないか、大学に近い学習者よ

りも遠い学習者の活用度が高い場合にのみ発揮される。琉球大学が実施している「ジュニアドクター育成塾

事業」の受講生のアクセスログを解析し、受講生の居住地とeラーニングシステムの活用頻度の関係を調べ

たところ、大学から遠い学習者ほど、学習コンテンツへのアクセス日数とアクセス回数が増加することが明

らかになった。この傾向は、教育施設から離れた場所から通う受講生ほどeラーニングシステムをより活用

していることを示唆する。本研究の結果は、LMSを用いたオープンな教育環境の整備が、学習者と学習地

の空間的距離を埋める効果を持ち、教育格差の是正に一定の効果を発揮する可能性があることを示した。
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グをいかに分類し分析するかは、重要な課題の一

つである（荒木ほか、2016）。

　「令和の日本型学校教育」では、「個々の才能を

存分に伸ばせる高度な学びの機会など新たな学び

への対応」のために、特定分野に特異な才能を持

つ児童生徒に対して、大学等が行う、最先端のア

カデミックな知見を用いた指導について、実証的

な研究開発が必要である（文部科学省、2020）と

述べられている。このような、大学等による高度

な学びの機会の提供に際しては、遠隔地に居住す

る児童生徒への対応に遠隔・オンライン教育の工

夫が必要となる。しかしながら、eラーニングで

学習する場合に、その萌芽期から「修了率の低さ」

が問題として提起されており、eラーニングによ

る学びと学習者の学習タイプが合致しない場合に

は、その学習効果はほとんど示されない可能性が

あることが示唆されている（菅原、2017）。その

ため、対象者の属性によってeラーニングの利用

率にどのような差が生じるのかを検証すること

は、eラーニング学習を効果的進めるために極め

て重要である。

　大学等が児童生徒を対象にした高度な学びの機

会を提供する際に、eラーニングシステムを活用

すれば、大学からの地理的距離に関係なく等しい

教育プログラムを提供できる。その場合、大学等

に地理的に近い学習者（A）とより遠い学習者（B）

間で、活用度にどのような差が生じるだろうか。

考えられるパターンは以下の三つである。

　①　（A）　＜　（B）

　②　（A）　＝　（B）

　③　（A）　＞　（B）

　上記のパターンの内、①においては（B）は新

たに教育機会を得るコストが低下することに加

え、教育機会の高い活用によって、将来的な能力

向上の見込みが（A）よりも増加することで、従

来あった二者間の差が減少することが期待でき

る。②においては、（B）は新たに教育機会を得

るコストが低下する分、従来あった二者間の差が

減少するが、将来的な能力向上の見込み差は（A）

と変わらない。③においては、（B）は新たに教

育機会を得るコストが低下する分、従来あった二

者間の差が減少するが、資源の低い活用により将

来的な能力向上の見込みが（A）よりも低下する

ことが予想され、教育機会のコストが低下すると

いう利益を相殺する可能性があることが予想され

る。学習地点から遠距離に位置する学習者が、近

距離に位置する学習者と同等かそれ以上の自己学

習頻度や活用度を維持できるかどうかは不透明で

ある。

　そこで本研究では、受講生の学習コンテンツへ

のアクセスログおよび性別や住所等の属性データ

と併せて解析し、琉大ハカセ塾Moodleの活用度

に影響する要因を分析することを通して、大学か

らの学習者の距離が上記の３つのパターンのいず

れに該当するのかを調査した。

２．方法

　⑴　調査対象

　琉球大学は平成29年度より、国立研究開発法人

科学技術振興機構（JST）「ジュニアドクター育

成塾事業」の支援を受け、「美ら海・美ら島の未

来を担う科学者養成プログラム」（愛称：「琉大ハ

カセ塾」）を実施している。本プログラムは、将

来の科学技術イノベーションを牽引する傑出した

人材の育成に向けて、高い意欲や突出した能力を

持つ小中学生を発掘し、理数・情報分野の学習な

どを通じて、その能力を伸長させる体系的な取り

組みである（福本ら、2018）。平成29年度の琉大

ハカセ塾においては、小学校５学年から中学校３

学年の児童・生徒を対象に公募・選抜を行い、離

島を含む沖縄県内の各地から応募のあった90名の

応募者に対して「書類審査」、「筆記審査」、「面接

審査」による選抜を行い、選抜された44名（小学

校５年および６年生14名、中学校１～３年生30名）

に対して教育プログラムを実施した。「琉大ハカ

セ塾Moodle」は琉球大学が2017年度に運用を開

始したMoodle型プラットフォーム e ラーニング

システムであり、琉大ハカセ塾を受講する小中学

校段階の児童・生徒に対して講義資料や学習用の

アプリケーション、参考図書等の学習コンテンツ

を提供した（宮国ら、2018）。
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⑵ 解析対象となるデータについて

　2017年度は、受講生44名のうち、28名（63.6％）

が琉大ハカセ塾Moodleの学習コースに登録した

（宮国ら、2018）。本研究ではこの28名分の受講

生の学習コンテンツへのアクセスログを解析した。

　本研究で使用する、琉大ハカセ塾Moodleへの

アクセスログを含む受講生の学習記録および受講

生の一部の個人情報の学術的使用については、事

前にすべての受講生および保護者に十分な説明を

行い、同意を得た。

⑶ アクセスログの取得と解析方法

①　解析用データの取得とデータの補正

　本研究では、eラーニングシステムの活用度と

して、各受講生の学習コンテンツへの総アクセス

日数と総アクセス数を指標とした。総アクセス日

数が少ない受講生は単発的に学習コンテンツを利

用していることを示唆し、日数が多い受講生は継

続的に学習コンテンツを利用していることを示唆

する。また、総アクセス数の少ない受講生は学習

コンテンツの利用について消極的であることを示

し、多い受講生は学習コンテンツの利用について

積極的であることを示す。この二つの異なった観

点から、受講生のMoodle利用の積極性のパター

ン分析が可能だと思われる。

　本研究におけるデータ解析方法および手順につ

いて述べるとともに、作業のフローチャートを図

１に示す。受講生の琉大ハカセ塾Moodleの利用

パターンの解析のため、本システムが受講生に提

示された2017年11月11日から、2018年３月18日ま

での全アクセスログを得た。これらのアクセスロ

グから、受講生の学習コンテンツへのアクセスロ

グデータを抽出したうえで、各受講生の学習コン

テンツへのアクセス日と日ごとのアクセス数を算

出・集計し、各受講生の学習コンテンツへの総ア

クセス日数と総アクセス数のデータを得た。

　統計解析のために収集されたデータの 中には、

他の値から大きく外れた値である「外れ値」を含

んでいる場合があり、データの統計的処理過程に

おいて、このような外れ値の影響によって統計結

果が歪み、より一般的な傾向を隠してしまう場合

がある。本研究においても、予備解析の段階でご

く一部の受講生が非常に高頻度で学習コンテン

ツにアクセスしていることが分かった。そこで、

Smirnoff-Grubbsの棄却検定による外れ値検定

を行った結果、総アクセス日数における上位３名、

総アクセス数における上位４名の値が有意水準

５％で外れ値と判定された。本研究では、これら

の値を除いてデータ解析および作図を行った。し

たがって、有効なデータ数（ｎ）は総アクセス日

数において25名分、総アクセス数において24名分

である。 

②　来学困難度の設定

　本研究では、琉大ハカセ塾の実施地である琉球

大学と各受講生の自宅住所までの車での所要時間

を来学困難度の指標として用いた。Googleマッ

プ等の地図アプリケーションを用いて、高速道路

や有料道路を使わない条件下における、各受講生

の自宅住所から琉球大学までの車を使った経路お

図１�．本研究におけるデータ解析のフローチャー

ト。四角マスは各段階において取り扱うデー

タおよび作業後のアウトプット物を示し、楕

円マスは各段階における作業内容および用い

るソフトフェア・解析手法名を示す。
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よび所要時間の情報が得られた。続く統計解析に

用いるため、我々はこの所要時間から、来学困難

度として、来学困難度A：０分から20分未満、来

学困難度B：20分から40分未満、来学困難度C：

40から60分未満、来学困難度D：60分以上、と区

分設定した。

③　一般化線形モデルによるモデル構築と解析

　学習コンテンツへの総アクセス日数および総ア

クセス数に影響する受講生の属性要因と、それ

ぞれの要因がどの程度の効果を持つのかは、ポ

ワソン分布を仮定し、リンク関数としてLogを

指定した一般化線形モデル（Generalized Linear 

Model；以下、 GLM）によって解析された。一

般化線形モデルは線形回帰モデルの一種で、応答

変数と説明変数の関係性を見るため、特に行動学

や生態学の分野で用いられるが、回帰モデルによ

る解析は、児童・生徒の学力や能力の伸長に影響

を与える要素（例えば児童・生徒の学習行動や親

の影響等）の探索およびその要素の影響の強さの

解析等、教育学・社会学的研究にも用いられる手

法でもある（中西、2017；丸山ら、2018）。一般

化線形モデルについての詳細は、荘島ら（2018）

の論文や統計専門書（粕谷、2012）などをご参照

頂きたい。

　解析には、外れ値を除いた学習コンテンツへの

総アクセス日数および総アクセス数を応答変数と

して用いられた。総アクセス日数および総アクセ

ス数に影響する変数（要因）として、上記の「来

学困難度」だけでなく、「性別」、「学年」、そして

琉大ハカセ塾の一次選抜試験の総合成績点を受講

生の「基礎学力」として設定した。琉大ハカセ塾

の一次選抜試験は理数能力・論理的思考力・意欲・

行動力を「書類審査」、「筆記審査」、「面接審査」

で判定しており、それらの総合点は受講生の「基

礎学力」をある程度担保すると期待できる。要因

に「基礎学力」を入れ込むことで、応答変数から

受講生の「基礎学力」によって説明される効果と

「来学困難度」」によって説明される効果をより

厳密に区分し、各変数の効果を正しく推定できる。

よって、本研究におけるモデル構造は以下のとお

りである。

log y = α +β1 x1 +β2 x2 

　　　　　　+ β3 x3 + β4 x4 +ε

y ： 学習コンテンツへの総アクセス日数もし

くは総アクセス数

α ：切片

x1 ：性別（２水準；女、男）

x2 ： 学年（５水準；小学５年、小学６年、中

学１年、中学２年、中学３年）

x3 ： 来学困難度（４水準；困難度A、困難度B、

困難度C、困難度D）

x4 ： 基礎学力：一次選抜試験の受講生の総合

成績点

β1 ：性別の係数

β2 ：学年の係数

β3 ：来学困難度の係数

β4 ：基礎学力の係数

ε ：残差

　応答変数として総アクセス日数を指定した場合

でも、総アクセス数を指定した場合でも、各変数

の効果の有意性は、全ての要因を変数として考慮

したモデル（以下、フルモデル）およびフルモ

デルから各要因を除いて推定したモデルを、尤

度比検定で判定するとともに、赤池情報量基準

（Akaike Information Criterion； 以 下、 AIC）

値も参考にされた。その後、フルモデルにおける

各変数のパラメータ推定が行われた。

④ 　データ解析ソフトおよび作図ソフトについて

　データ解析にはフリーの統計ソフトである「R

（アール） ver.3.3.2 （R Core Team 2017; www.

r-project. org）」および「EZR （Easy R、イージー

アール） ver.1.35」を用いた（Kanda、2013）。また、

グラフの作成にあたっては、Excelのグラフ作成

機能を用いるとともに、フリーの作図ソフトであ

る「Inkscape（インクスケープ） ver.0.92 （www.

inkscape.org）」を用いて作図した。
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３．結果

⑴　各変数の効果の検証

　学習コンテンツへの総アクセス日数を応答変数

としたモデルにおいては、学年もしくは来学困難

度の変数を抜いたモデルのAIC値はフルモデルよ

りも悪くなった。また、尤度比検定に基づく各変

数の効果の測定では、学年および来学困難度は統

計上、有意な効果を示したが、性別および基礎学

力の効果は統計上の有意性を示さなかった（表

１）。 学習コンテンツへの総アクセス数を応答変

数としたモデルにおいては、４つの変数のどれを

抜いてもモデルのAIC値はフルモデルよりも悪く

なった。また、尤度比検定に基づく各変数の効果

の測定では、全ての変数が、統計上、有意な効果

を示した（表１）。 

⑵　変数のパラメータ推定

　学習コンテンツへの総アクセス日数および総ア

クセス数に対する各変数のパラメータ推定値は表

２に示される。

　総アクセス日数においては、前項の尤度比検定

において変数の効果が有意だった学年および来学

困難度変数に着目すると、学年変数を構成する小

学校５年～中学校３年という因子の変数の推定値

は、小学校５年と比べて、小学校６年であること

の因子が統計上有意に正の効果を示すことを示し

た。来学困難度を構成する困難度Ａ～困難度Ｄと

いう因子の変数の推定値においては、困難度Ａと

比べて、困難度Ｄであることの因子が統計上有意

に正の効果を示すことを示した。

　総アクセス数においては、性別を構成する男お

よび女という因子の変数の推定値においては、女

と比べて、男であることの因子が統計上有意に負

の効果を示すことを示した。学年変数を構成する

小学校５年～中学校３年という因子の変数の推定

値は、小学校５年と比べて、小学校６年および中

学３年であることの因子が統計上有意に正の効果

を示すことを示し、中学２年であることの因子は

統計上有意に負の効果を示した。来学困難度を構

成する困難度Ａ～困難度Ｄという因子の変数の推

定値は、困難度Ａと比べて、困難度Ｂ・Ｃ・Ｄで

あることの因子が統計上有意に正の効果を示すこ

とを示し、効果の推定値の大きさは困難度Ｃ＜困

難度Ｂ＜困難度Ｄの順で大きくなった。基礎学力

の変数は統計上有意に負の効果を示したが、その

推定値は他の統計上有意な効果を示す因子と比較

して明瞭に小さかった。

　学習コンテンツへの総アクセス日数および総ア

クセス数に対する効果の推定値が大きかった学年

変数および来学困難度別の箱ひげ図は、図２に示

される。学年別においては、小学６年＞中学１年

表１．各モデルの変数の効果の検証

モデルの構成変数 ｋ 逸脱度 残差逸脱度 AIC ⊿AIC P値

応答変数＝総アクセス日数

　性別＋学年＋来学困難度＋基礎学力 15 26.3 0.0 105.7 0.0 -

　学年＋来学困難度＋基礎学力 16 26.4 0.1 103.8 1.9 0.712

　性別＋来学困難度＋基礎学力 19 47.5 21.2 118.9 13.2 < 0.001

　性別＋学年＋基礎学力 18 38.7 12.4 112.1 6.4 < 0.01

　性別＋学年＋来学困難度 16 27.0 0.7 104.4 1.3 0.400

応答変数＝総アクセス数

　性別＋学年＋来学困難度＋基礎学力 14 44.7 0.0 137.1 0.0 -

　学年＋来学困難度＋基礎学力 15 50.4 5.7 140.8 3.7 < 0.05

　性別＋来学困難度＋基礎学力 18 98.2 53.5 182.6 45.5 < 0.001

　性別＋学年＋基礎学力 17 95.3 50.5 181.6 44.5 < 0.001

　性別＋学年＋来学困難度 15 57.8 13.1 148.1 11 < 0.001

P値はフルモデルと当該モデル間の尤度比検定の結果に基づく。
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＞中学３年＞小学５年＞中学２年の順でアクセス

日数の平均が高かった。また、中学１年＞中学３

年＞小学５年＞小学６年＞中学２年の順でアクセ

ス回数の平均が高かった。来学困難別では、困難

度Ｄ＞困難度Ｃ＞困難度Ｂ＞困難度Ａの順でアク

セス日数の平均が多かった。また、困難度Ｄ＞困

難度Ｃ＞困難度Ｂ＞困難度Ａの順でアクセス回数

の平均が高かった。

４．考察

　琉大ハカセ塾Moodleの学習コンテンツの活用

に際して、学年および来学困難度の要素は受講生

の総アクセス日数および総アクセス数の両方で強

表２�．一般化線形モデルによる学習コンテンツへの総アクセス日数および総アクセス数における性別，

学年，来学困難度の効果の推定結果。

項目 係数推定値 SE Z値 P値

総アクセス日数

　切片 0.885 1.268 0.698 0.485

　性別

　　女 - - - -

　　男 -0.104 0.283 -0.369 0.712

　学年

　　小学５年 - - - -

　　小学６年 1.152 0.440 2.617 < 0.01

　　中学１年 0.708 0.480 1.476 0.140

　　中学２年 -1.058 0.593 -1.785 0.074

　　中学３年 0.850 0.642 1.323 0.186

　来学困難度

　　困難度Ａ　　 - - - -

　　困難度Ｂ 0.624 0.603 1.036 0.300

　　困難度Ｃ 0.500 0.584 0.856 0.392

　　困難度Ｄ 1.840 0.608 3.026 < 0.01

　基礎学力 -0.009 0.011 -0.836 0.403

総アクセス数

　切片 3.334 0.818 4.077 < 0.001

　性別

　　女 - - - -

　　男 -0.462 0.195 -2.363 < 0.05

　学年

　　小学５年 - - - -

　　小学６年 0.034 0.403 0.085 0.932

　　中学１年 1.018 0.312 3.262 < 0.01

　　中学２年 -1.432 0.404 -3.543 < 0.001

　　中学３年 1.388 0.431 3.223 < 0.01

　来学困難度

　　困難度Ａ - - - -

　　困難度Ｂ 1.121 0.430 2.822 < 0.01

　　困難度Ｃ 0.822 0.401 2.050 < 0.05

　　困難度Ｄ 2.590 0.442 5.860 < 0.001

　基礎学力 -0.025 0.007 -3.492 < 0.001
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く影響する（表１）一方、性別や基礎学力の要素

の影響はほとんどないか、あったとしても極め

て限定的であった（表１、２、３）。特に、来学

困難度においては、困難度が上がると総アクセス

日数および総アクセス数が上昇するという共通の

パターンが得らえた（表２、３および図２）。こ

れらの結果は、教育情報源からの学習者の距離と

LMSの活用度に関して事前に予測した３つのパ

ターンの内、パターン１：教育情報源に近い学習

者よりも遠い学習者の活用度が高い、に該当する

ことが明らかになった。本研究の対象者がこのよ

うな活用パターンを示す要因については明瞭な情

報が得られていないが、①対象者の選抜バイアス、

②学習意欲や学習期待の個人間差や③学習意欲を

向ける対象の分散および、これらの複合要因が想

定される。

　①はデータサンプリングバイアスに基づくもの

である。本研究で対象となる児童・生徒は、「書

類審査」、「筆記審査」、「面接審査」による選抜を

受けているため、一般的な小・中学段階の児童・

図�２．Moodle利用頻度における学年および来学困難度（A～D，詳細は本文参照）の関係。箱ひげ図中

の黒横線は中央値を示し、ひげの上限・下限はそれぞれ最大値および最小値を示す。また、（　）

内の数字はサンプル数を示す。
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生徒集団と比較して、学力や学習意欲・関心は高

い状態で均一であることは十分に仮定しうるが、

それでも、遠方から琉球大学まで通うことを承知

したうえで琉大ハカセ塾に応募した受講生は、近

隣から琉球大学まで通う受講生よりもより高い学

習意欲を備えていることは想定されうるため、本

研究のは、その差を検出した可能性がある。②お

よび③は、①のようなサンプリングバイアスの問

題がないと仮定した場合のメカニズムモデルであ

る。②は、学習意欲の純粋な地域間差として、教

育情報源から遠い地域に住む学習者ほど純粋に高

い学習意欲を持つことを仮定する。しかし、小学

生における平日の家庭での平均学習時間や週当た

りの通塾日数が大都市＞地方都市＞郡部となる

ことが知られている（ベネッセ教育総合研究所、

2007）など、この仮定が成立するかは不明瞭であ

る。③は、学習意欲そのものは地域間で均一であ

ることを仮定したうえで、学習意欲の投資選択肢

数の地域間差として、教育情報源から遠い地域に

住む学習者ほど投資選択肢（学校外の塾など）が

少なくなることを想定する。この場合、教育情報

源から遠い地域に住む学習者ほど１つの投資先あ

たりの学習投資量が増えることが想定される。現

段階において、我々は①と③の複合要因による説

明が最も妥当であると考える。この場合において

も、大学施設から遠い地域に住む学習者におい

ても、LMSなどの教育の機会を提供することで、

教育格差の是正に一定の効果が期待できることを

意味する。

　本研究の解析結果は、学習コンテンツの活用に

際して、学年の要素は受講生の総アクセス日数お

よび総アクセス数の両方で強く影響した（表１）。

特に、中学校２年の生徒の活用度の低さが認めら

れる（表２・３、図２）。しかし、現在の情報では、

この要因の推定は困難であることから、今後、更

なる研究が必要である。

　現在のところ、「教育格差」には明確な学術的

定義が定まっていないが、学習者の教育状況を取

り巻く環境の学習者間差異と学習の帰結として学

習者が獲得する学力や将来の学歴・職業・収入・

社会的地位における差異は、多数の要素が絡む

複雑な事象である。本研究ではeラーニングシス

テムなどのLMS環境を取り扱ったが、そもそもe

ラーニングシステムの利用に必要となるパソコン

やタブレット端末等の取扱いなどにおいても、教

育格差を含んでいる場合がある（劉、2018）。一

方で、通信制高校などにおけるLMS環境の構築

と学習履歴の分析や事後の e メール等によるサ

ポートによって、生徒の学習意欲の向上や、生徒

の誤概念修正、自立学習の支援に対する有効性が

確認されるなど、遠隔地の学習者に対する有用性

は示されている（小林、2008）。今後、学習シス

テムの導入に対する定量的・定性的な分析結果の

保存とその要因についてのメカニズムの推定・検

証は、この事象の理解と解決に有用となるだろう。

５．まとめ

　本研究の結果からは、eラーニングシステムな

どLMSの学習者の活用に関して、教育施設から

離れた場所から通う受講生ほどシステムをより活

用していることを示唆する結果が得られた。通

常の小学校や中学校に通う児童・生徒に対して

LMSを提供した場合においても同様の傾向が見

られるかなど、本研究の結果の一般性は、 今後の

継続した研究の蓄積や他の研究手法によって検討

されるべきであるが、本研究の結果は、LMSを

用いたオープンな教育環境および教育機会の均等

の整備が、学習者と学習地の空間的距離を埋める

効果を持ち、教育格差の是正に一定の効果を発揮

する可能性があることを示した。
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